











―― 導入失敗の過程 ―― 
 









 This study uses the case of policy-making on consumption tax in 1980s to observe the importance and 
influence of political actors in the decision-making process and analyze the roles and functions of the 
government, politicians, and interest groups. The purpose of this study is to examine whether the iron 










































 4）朝日新聞（1984年２月24日）「私の内閣では導入避けたい 大型間接税で首相答弁」 
 5）朝日新聞（1984年９月６日）「大蔵省、60年度に5000億円増税を検討 法人税の見直しに重点」 

































 7）朝日新聞（1984年９月２日）「税制改正に向け経団連が要望書 投資減税は控えめ」 
 8）朝日新聞（1984年10月５日）「大蔵省、マル優見直しに５案 郵貯課税が前提」 
 9）朝日新聞（1984年11月29日）「自民首脳、首相の財政運営否定」 
10）日本経済新聞（1984年12月16日）「金丸・藤尾ペースで 重要政策、次々決定」 









































































































26）日本経済新聞（1985年２月18日）「予算修正 攻防へ 野党、調整へ党首会談」 

















































































47）日本経済新聞（1986年６月６日）「マル優撤廃が原則 藤尾政調会長強調 大型間接税に前向き」 
48）日本経済新聞（1986年６月11日）「選挙は「挙党」で一致 間接税も前面に出さず」 



































55）日本経済新聞（1986年８月８日）「し烈ポスト争い “実利”があるから 自薦・他薦次々と」 
56）1986年６月29日の首相の富山市での演説。日本経済新聞（1986年８月８日）「党内の圧力排し 首相主導で断行」 





































































64）日本経済新聞（1986年11月2日）「首相 統一地方選控え 減税先行論展開」 
65）朝日新聞（1986年10月23日）「日本型付加価値税、首相は「まだ白紙」 党税調論議見守る姿勢」 
66）この点については、加藤淳子、同前掲書、185ページを参照。 
67）日本経済新聞（1986年11月２日）「宮安竹 増税のツケ回し 恐れ「同時」強調」 
68）日本経済新聞（1986年12月３日）「税制改革案 大詰め派閥内説得」 
69）日本経済新聞（1986年12月３日）「税制改革案 大詰め派閥内説得」 




























70）日本経済新聞（1986年12月３日）「党三役、調整に動く 自民税調案 あすに持ち越しの方向」 
71）日本経済新聞（1986年12月４日）「郵貯課税、徹底審議を要求 吹田自民通信部会長」 








76）日本経済新聞（1987年１月20日）「中曽根内閣と全面対決 売上税闘争協議会初会合 四野党党首が確認」 






























77）日本経済新聞（1987年１月21日）「売上税50％転嫁で赤字 百貨店協会 年商1000億円モデル試算」 
78）日本経済新聞（1987年１月21日）「戦後民主主義を総点検 首相施政演説の内容固まる 税制改革の実現訴え」 
79）日本経済新聞（1987年１月24日）「税改革、自民も「不退転」」 
80）日本経済新聞（1987年２月４日）「売上税 省庁への業界説得要請 野党、自民に抗議」 
81）日本経済新聞（1987年２月３日）「売上税 食い違いはっきり 衆院代表質問 予算委、大荒れ必至」 
82）日本経済新聞（1987年２月11日）「税制改革 自民全国会議 地方選へ根強い不安 執行部、結束に自信示すが」 
83）日本経済新聞（1987年２月26日）「暫定予算「幅」で攻防へ 野党、長期化狙う 自民苦脳、政局波乱要因に」 






























84）日本経済新聞（1987年２月４日）「売上税粉砕を強調 総評大会 黒川議長あいさつ」 
85）この点については、森信茂樹『日本の消費税』納税協会連合会、2000年３月、13ページを参照。 
86）日本経済新聞（1987年３月17日）「売上税 修正の必要 金丸副総理、後藤田氏に表明 知事選前に首相ら決断を」 
87）日本経済新聞（1987年３月20日）「売上税修正論 政府・自民、凍結を確認」 
88）日本経済新聞（1987年３月23日）「首相「税制ぜひ改革」 党首第一声 野党は全面対決姿勢」 
89）朝日新聞（1987年５月25日）「「せめて法案作成を」 税制改革で首相周辺、最後の巻き返し」 
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おわりに 
 大蔵省は国家財政を管轄する政府機関として、赤字財政を解決するために、中曽根内閣に法人税
増税やマル優廃止や大型間接税導入などを提案した。しかし、その増税の提案は社会的に大きな反
響を呼び起こした。政府は財政運営の確保の必要と、有権者の支持をつなぎとめる必要とのあいだ
で板挟みになり、様々な手段をつかってこの矛盾を乗り切ろうとする。その思考錯誤の過程を叙述
するのが本稿の目的だった。 
 中曽根内閣期における消費税案の導入失敗は、自民党の一党優位体制のもとでの政策決定過程の
ひとつの典型をなすと考えられる。そこでは、政策決定過程に実に様々なアクターが出現する。首
相、官僚、与党幹部、族議員、経団連をはじめとする経済四団体、様々な業界団体、野党、労働団
体などである。これらのアクターが、政策決定過程のどの局面でどのような形で決定的な役割を果
たすかは、政策の内容によって異なる。本稿は大型間接税という事例を取り上げて、新聞報道を素
材にして、種々のアクターの活動ぶりを素描したものである。これだけでは大型間接税導入の失敗
要因を確実に指摘したことにはならないが、本稿はそのための予備的な作業の成果を公表したもの
である。 
